
「地方公共団体金融機構の業務の在り方に関する検討会」開催要綱

（案） 

 

 

１.趣旨 

地方公共団体金融機構法（平成 19年法律第 64号）附則第 25条に

基づき、政府は、平成 29年度末を目途に、地方公共団体金融機構の

業務の在り方全般について検討を加え、必要があると認められると

きは、その結果に基づいて所要の措置を講ずることとされている。 

同機構の業務の在り方についての検討は、地方債資金の在り方と

大きな関わりを持つものであることから、地方財政に関する重要事

項を審議する地方財政審議会に検討会を設け、意見をとりまとめる。 

 

２.名称 

本検討会は、「地方公共団体金融機構の業務の在り方に関する検

討会」（以下「検討会」という。）と称する。 

 

３.委員構成 

地方財政審議会委員に加え、より広範かつ専門的な見地から検討

を行うため、地方財政関係の有識者等や地方公共団体関係者を地方

財政審議会令（平成 12 年政令第 268 号）第２条に基づく「特別委

員」（総務大臣任命）とし、検討を行うこととする。（別紙） 

 

４.運営 

（１）  会長は、検討会を召集し、主宰する。 

（２）  会長は、必要に応じ、関係団体等に出席を求めることができる。 

（３）  検討会は、公開しないが、会議終了後、配布資料を公表する

とともに、必要に応じブリーフィングを行う。また、速やかに

会議の議事概要を作成し、これを公表するものとする。 
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